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国立市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例案について 

 

１． 概要 

令和６年４月１日に介護保険法施行規則の一部が改正され、地域包括支援センターの職員配置の基準が改められたことに伴い、「国立市

地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例」の一部を改正します。 

 

２． 規則改正の経緯 

社会保障審議会介護保険部会（厚生労働省）において、センターの職員配置については、人材確保が困難となっている現状を踏まえ、３

職種（保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員）の配置は原則としつつ、センターによる支援の質が担保されるように留意した上で、

「柔軟な職員配置を進めることが適当である。」との意見が出されたこと等を踏まえ、地域包括支援センターの職員配置について、柔軟な

職員配置を可能とすること等の改正が行われました。 

 

３． 条例改正の内容 

地域包括支援センターに配置する上記３職種については、それぞれ常勤職員の配置が必須でしたが、改正により、地域包括支援センター

運営協議会（介護保険運営協議会が兼ねています）が認める場合には、以下の運用が可能となります。 

（１） 地域包括支援センターがおくべき専らその職務に従事する常勤の職員の人数について、非常勤職員を常勤職員が勤務すべき時間数

に換算して（常勤換算方法）配置することで基準を満たすことができる。 

（２） 複数の地域包括支援センターが担当する区域を一つの区域として、常勤の職員を複数の地域包括支援センターに配置することによ

り基準を満たすことができる。 

 

４． 今後の対応 

現在、国立市においては、直営型地域包括支援センター１か所で運営しており、人材が確保できない状況ではないことから、引き続き常

勤職員の配置を原則としていきます。今後人材確保に困難が生じた場合には、上記方法による職員の配置を検討してまいります。 
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